
 

 

平成２１年度行政評価 最終評価結果 

 

№ 主管課 評価事業名 
構成事務事業 

及び総コスト 

（予算事業名）    

今後の注力度 
二次評価に対する主管課

意見及び改善計画の概要
最終評価 

財政効果 

（千円） 
一次

評価
二次評価 

１ 

危
機
管
理
担
当
課
長 

危機管理体制の整

備 

・池袋駅周辺混乱防止対策経費

・危機管理関係経費 

 

 

22,759 千円 

拡

充

縮

小

 池袋駅周辺混乱防

止対策については、

２回の事業実施によ

り課題が浮き彫りに

なっており、事業の

縮小・休止も視野に

入れた今後の改善の

検討が必要である。

 事業者や区民との被

害イメージの共有と問

題意識の醸成にとどま

っており、詳細な課題の

掘起しに至っておらず、

協議と検証のために訓

練が必要である。 
今後はポイントを絞

った訓練とし、規模や経

費を縮小して実施する。

 

 池袋駅周辺混乱防止

対策事業については、

事業者との協力体制の

強化や継続的な訓練の

実施の必要性といった

観点から、継続する。 

 なお、経費の見直し

など効率的な執行方法

は引続き検討していく

ものとする。 

△3,027 

２ 

男
女
平
等
推
進
セ
ン
タ
ー 

男女平等推進ｾﾝﾀｰ

の運営 

・センター管理運営経費 

・男女共同参画啓発事業関係経

費 

・男女共同参画啓発誌の発行経

費 

 

 

 

 
36,000 千円 

継

続

見

直

し

 センターが担う必

要のある業務の整理

が必要である。また、

センターの運営につ

いては、他区の状況

も参考にしながら、

指定管理者の導入の

検討が必要である。

 現在実施している事

業は、センター設置条例

に規定されているもの

であり、全てセンターが

担うべきと考えている。

 啓発事業など一部改

善の余地があるものに

ついては、区民との協働

を進めることにより見

直していく。 

 男女共同参画社会の

推進にあたり、男女平

等推進センターの必要

性は変わっていないた

め事業は継続する。 

 なお、相談業務にお

ける子育て支援課との

役割分担、効率的な施

設の管理運営方法につ

いては、引続き検討し

ていくものとする。 

― 

３ 

区
民
活
動
推
進
課 

区民活動への支援 

・補助金等審査委員会運営経

費 
・区民活動支援事業補助金経

費 
 
 
 

7,783 千円 

継

続

見

直

し

 補助金検討委員会

について、さらに効

率的な審査方法及び

検証方法の検討が必

要である。 

 審査方法や応募要件

等改善に努めており、補

助金交付の透明性確保

のため委員会を存置す

る必要がある。事業実施

後の評価が今後の課題

であり、評価方法を検討

するとともに、新規応募

団体増を図っていく。 

 各主管課が補助金交

付後に提出される実績

報告書等に基づき事業

内容を確認するなど、

今後補助金交付後の検

証機能を高めていきつ

つ事業を継続する。 

― 

４ 

自
治
協
働
推
進
担
当
課
長 

区民活動ｾﾝﾀｰの機

能強化 

・区民活動センター管理運営

経費 
 
 
 
 
 
 
 

4,491 千円 

拡

充

見

直

し

区民ひろばなど他

の施設の活用や活動

団体のニーズ調査の

実施などにより、そ

の必要性を明確に

し、事業内容の見直

す ことが必要であ

る。 

NPO 支援には、専門

的な知識と経験を有す

る者による体制の整備

が不可欠である。 
２１年１０月に設置

した相談窓口を活用し、

当面地域区民ひろば運

営協議会を重点支援対

象とする。また、活動団

体のニーズを別途検証

していく。 

NPO支援は重要な課

題であり継続する。 

なお、活動場所の提

供と支援のあり方につ

いては、それぞれ別の

課題として検討してい

くものとする。 

― 

５ 

学
習
・
ス
ポ
ー
ツ
課 

郷土資料館企画展

実施及び郷土資料

館・雑司が谷宣教師

館管理運営 

・新池袋モンパルナス協働支援

事業経費 

・郷土資料館運営経費 
・雑司が谷旧宣教師館管理運

営経費 
・トキワ荘・並木ハウス関連

事業経費 
 
 

114,568 千円 

拡

充

縮

小

地域固有の歴史、

文化資源の継承・発

信の重要性が高まっ

ている中で、学芸員

等の人的資源の継承

や西部地区複合施設

への移転を踏まえ、

郷土資料館のあり方

の明確化や経費を縮

小する方法の検討が

必要である。 

 学芸員の専門的な知

識や調査研究の成果を

活用し事業を実施して

おり、今後も人材確保・

育成の必要がある。 
 また、西部複合施設の

詳細を検討していく中

で、学芸員の活用のあり

方についても明確化し

ていく。 
 

 学芸員を地域のまち

づくり・まちおこしな

どの積極的な活用を引

続き検討するものとす

る。 

また、郷土資料館及

び雑司が谷宣教師館の

管理運営方法について

は、引続き検討を継続

するものとする。 

― 



 

 

№ 主管課 評価事業名 
構成事務事業 

及び総コスト 

（予算事業名）    

今後の注力度 
二次評価に対する主管課

意見及び改善計画の概要
最終評価 

財政効果 

（千円） 
一次

評価
二次評価 

６ 

豊
島
清
掃
事
務
所 

資源持ち去り防止

対策事業 

・資源持ち去り防止対策経費

 
 
 
 
 

49,867 千円 

継

続

縮

小

 多大な人件費を投

入するのではなく、

委託化などにより経

費を縮小する検討が

必要である。 
 

 正規職員は、持ち去り

防止対策事業以外に新

資源回収事業等も行っ

ている。資源回収につい

ては他課との連携が必

要であり、組織改正と併

せて人員削減について

検討する。 

 正規職員での対応を

見直し、業務委託の拡

大等により事業を継続

する。 

△10,197 

７ 

高
齢
者
福
祉
課 

高齢者の生活支援

充実 

・見守りと支えあいネットワ

ーク事業経費 
・敬老の日事業関係経費 
・高齢者クラブ運営助成経費

43,245 千円 

拡

充

縮

小

 高齢者クラブ運営

助成経費等、事業目

標の向上に直接つな

がらない事業につい

ては、縮小などの見

直しが必要である。

 高齢者クラブの活動

は、高齢者の生きがい事

業や見守り活動など生

活支援の機能を持って

おり、会員確保に向けた

検討をしている。 
 今後は実態調査を実

施し、新たな支え合い体

制の構築を検討する。 
 なお、対象者が増加し

ている敬老の日事業に

ついて、対象者の見直し

を行う。 

 敬老祝い金は継続と

する。 

 なお、高齢者クラブ

運営助成金等の補助金

については、活動内容

を検証しつつ、全庁的

な課題として引続き検

討 していくものとす

る。 

― 

８ 

高
齢
者
福
祉
課 

介護予防・生きがい

活動の支援 

・介護予防運動プログラム事業
経費 
・認知症予防プログラム事業経
費 
・介護予防低栄養改善プログラム
事業経費 
・地域介護予防活動支援事業経
費 
・介護予防普及啓発事業経費 
・介護予防評価委事業経費 
・介護予防口腔ケアプログラム
事業経費 
・介護予防生活機能チェック事
業経費 
・高齢者元気あとおし事業経費
・敬老入浴事業経費 
・浴場ミニデイサービス事業経
費 
・シニアライフ講座事業経費 
・おたっしゃ給食事業経費 
・認知症サポーター養成事業経
費 

237,594 千円 

継

続

見

直

し

 介護・生きがい活

動の充実を図るた

め、敬老入浴事業、

シニアライフ講座を

縮小・廃止し、一方

で、浴場ミニデイサ

ービス事業を拡大す

るなど事業の見直し

によって、分散する

資金と人材を集中さ

せる検討が必要であ

る。 

 敬老入浴事業につい

ては、浴場への支援の観

点から事業縮小は困難

である。 
 シニアライフ講座は

他課に類似事業があり

廃止とし、介護予防事業

については、需要等を勘

案し、より効果的、効率

的な事業実施に努める。

 敬老入浴事業につい

ては継続とし、シニア

ライフ講座は類似事業

があるため廃止 とす

る。また、他の介護予

防事業については、他

課に類似の事業がない

か精査しつつ、内容の

充実を図るものとす

る。 

△1,412 

９ 

中
央
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー 

区独自の障害者福

祉事業等 

・機能回復助成事業経費 
・重度身体障害者緊急通報システム
事業経費 
・心身障害者等福祉タクシー事
業経費 
・リフト付乗用車運行委託経費
・心身障害者自動車燃料費助成
事業経費 
・心身障害者福祉電話貸与事業
経費 
・心身障害者寝具洗濯乾燥事業
経費 
・心身障害者理美容費助成事業
経費 
・心身障害者（児）おむつ支給
事業経費 
・心身障害者（児）おむつ購入
費等助成事業経費 
・知的障害者グループホーム
（生活寮）家賃助成経費 
・障害者グループホーム等支援
事業経費 
・難病患者等居宅生活支援事業
経費 

317,724 千円 

継

続

縮

小

 区独自の障害者福

祉サービスとして継

続が求められている

が、社会状況を鑑み

所得制限を設けるな

ど適宜見直し、経費

を縮小する検討が必

要である。 

 区独自の障害者福祉

事業は、社会生活上の困

難性を緩和するための

支援であることから所

得制限を設けていない。

当面は現行どおり実施

し、経済環境や他区の動

向を勘案しつつ対応し

ていく。 
 また、障害者自立支援

法の動向により、区独自

事業の見直し検討が必

要とされる。 

 所得制限の導入につ

いては、他区の状況や

導入内容をさらに検討

していくものとする。

なお、個々の給付事業

についても、その需要

や必要性等により事業

のあり方を検討してい

くものとする。 

― 

１０ 

地
域
保
健
課 

休日診療・平日準夜

間小児初期救急事

業 

・障害者等歯科診療事業経費

・休日診療経費 
・夜間休日連絡通報受理業務

委託経費 

・夜間小児初期診療事業経費

116,285 千円 

継

続

縮

小

夜間小児初期診療

事業については、利

用実態を踏まえ、事

業規模または経費を

縮小する検討が必要

である。 

地域医療における本

事業の役割は重要と考

えている。 
利用状況の推移を見

守りつつ、課題等の検証

の必要性は認識してお

り、今後関係機関との協

議を重ね、課題の検証、

検討を行っていく。 
 

利用者が逓増してお

り、当面は継続とする。 
― 



 

 

№ 主管課 評価事業名 
構成事務事業 

及び総コスト 

（予算事業名）    

今後の注力度 
二次評価に対する主管課

意見及び改善計画の概要
最終評価 

財政効果 

（千円） 
一次

評価
二次評価 

１１ 

生
活
衛
生
課 

食品・タンク水質等

の理化学検査・細菌

検査 

・検査管理運営経費 
 
 
 
 

43,976 千円 

見

直

し

見

直

し

 今後の業務体制の

見直しについて、さ

らに検討が必要であ

る。 

 外部委託拡大の可能

性や実施時期等につい

て、委託後の体制等を踏

まえ検討中である。 
 平成 23 年度の実施に

向けて結論を出す予定

である。 

 業務委託の拡大によ

る、執行方法の見直し

を引続き検討するもの

とする。 

― 

１２ 

長
崎
健
康
相
談
所 

健康教育 

・成人保健対策経費（健康教

育経費） 
・栄養指導経費（生活習慣病

食事相談） 

6,305 千円 

縮

小

縮

小

健康管理や予防へ

の早期の取組みは重

要であるが、対象者

や実績により事業内

容を見直し、経費を

縮小する検討が必要

である。 

 生活習慣病対策は重

要課題であり、池袋保健

所と協力し効果的で効

率的な健康教育を企画

実施していく。 
 「出張健康教室」は介

護予防事業の充実にと

もない廃止とし、健康教

育は生活習慣病対策を

核に実施していく。 

 当面 継続 するもの

の、事業内容や執行方

法の見直しについて、

引続き検討するものと

する。 

△55 

１３ 
保
育
園
課 

在宅家庭の子育て

支援 

・地域交流事業経費 
・乳幼児健全育成相談事業経

費 
・保育園ボランティア経費 

3,554 千円 

拡

充

縮

小

 一時保育事業の本

格展開については、

費用や実施体制等詳

細な検討が必要であ

り、子ども家庭支援

センター事業との役

割分担等の整理によ

り、経費を縮小する

検討が必要である。

 一時保育事業は、保育

園が地域の子育て拠点

になるための重要な事

業である。 
 事業拡充にともなう

保育士の確保は課付保

育士制度等の見直しに

より確保を検討してい

く。 

 一時保育事業につい

ては、引続き試行とし

て 継続 するものとす

る。 

― 

１４ 

交
通
対
策
課 

新たな地域公共交

通（ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの導

入） 

・コミュニティバス導入事業

化準備経費 
 
 
 
 
 

26,300 千円 

継

続

見

直

し

 運行に多額の赤字

が続くと見込まれる

ことから、導入には

慎重な対応が必要で

あり、路線の選択等

さらに検討が必要で

ある。 

 公共交通会議や議会

等においても慎重な検

討が必要との意見が出

されている。 
 評価結果を踏まえ、車

両、地区、ルート、収支

等の調査、検討を進めて

いく。 

 導入については、引

続き調査・検討してい

くものとする。 

― 

計 △14,691 


